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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月

売上高 (千円) 45,066,715 43,192,933 38,376,650 40,249,720 35,631,186

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 204,845 427,401 147,640 156,248 △613,366

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) △3,437,466 126,351 △248,379 11,688 △414,072

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,083,500 1,083,500 1,083,500 1,083,500 1,083,500

発行済株式総数 (株) 8,701,228 8,701,228 8,701,228 8,701,228 8,701,228

純資産額 (千円) 6,354,954 6,293,696 6,079,241 6,015,817 5,662,327

総資産額 (千円) 27,880,903 27,114,231 23,909,115 25,300,053 23,375,074

１株当たり純資産額 (円) 730.35 724.48 709.45 702.42 662.27

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

12.00 

(6.00)

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

12.00 

(6.00)

9.00

(3.00)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △395.92 14.54 △28.69 1.36 △48.40

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 22.79 23.21 25.43 23.78 24.22

自己資本利益率 (％) ― 2.00 ― 0.19 ―

株価収益率 (倍) ― 30.67 ― 344.50 ―

配当性向 (％) ― 82.53 ― 879.57 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △461,690 380,401 △334,718 △1,466,785 193,728

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,399,094 △532,581 △177,135 △604,214 △384,512

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △986,125 △211,141 △278,859 253,917 △249,844

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 5,852,035 5,488,714 4,698,000 2,880,918 2,440,290

従業員数 (名) 1,204 1,183 1,165 1,145 1,126



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。 

２ 売上高に消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、また、第56期・第58期・第60期については、１

株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため記載しておりませ

ん。 

５ 第56期・第58期・第60期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載

しておりません。 

６ 第57期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値(配当額を除く)の計算については発

行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。 

７ 第58期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

８ 従業員数は就業人員であります。 

  



２ 【沿革】 

  

  

年月 事項

昭和23年３月 富士通信機製造株式会社(現富士通株式会社)の特約店として資本金198千円で扶桑通信工業株式

会社を設立。本社を東京都中央区槇町３丁目５番地(現東京都中央区八重洲２丁目10番14号)に置

く。 

昭和28年１月 東北地方の営業拠点として、仙台出張所を設置。(現東北支店) 

昭和29年６月 通信設備である機器機材の製造を目的に蒲田工場を東京都大田区今泉町162番地(現東京都大田区

矢口２丁目27番14号)に開設。 

昭和29年９月 関西地方の営業拠点として、大阪営業所を設置。(現関西支店) 

昭和31年２月 中国地方の営業拠点として、広島出張所を設置。(現中国支店) 

昭和31年10月 中部地方の営業拠点として、名古屋出張所を設置。(現中部支店) 

昭和33年２月 九州地方の営業拠点として、福岡出張所を設置。(現九州支店) 

昭和34年12月 北海道地方の営業拠点として、札幌出張所を設置。(現北海道支店) 

昭和37年11月 四国地方の営業拠点として、高松出張所を設置。(現四国支店) 

昭和40年４月 神奈川地区の営業拠点として、横浜出張所を設置。(現関東支店) 

電子計算機(富士通株式会社のFACOMシリーズ)の販売部門を設置し、販売活動開始。 

昭和41年３月 富士通株式会社と共同出資により受託計算業務を主目的に、株式会社扶桑ファコムセンター(現

株式会社富士通ワイエフシー)を設立。(株式会社富士通ワイエフシーへの当社の出資比率は現在

10％であります。) 

昭和43年10月 広島地区の業務拡大に伴い、電気通信工事ならびに電気工事施工を目的に、関連会社として芙蓉

電話工事株式会社を設立。 

昭和44年12月 通信設備工事ならびに電気設備工事の設計施工による高度な技術サービス提供を目的に、子会社

として扶桑通信工事株式会社を設立。 

昭和45年２月 電子計算機の積極的な導入が高まり顧客サービスの向上をはかるため、電子計算機販売部門を分

離し、子会社として扶桑電子株式会社を設立。 

昭和47年12月 広島支店(現中国支店)計装部門の顧客サービス向上のため、関連会社として扶桑電気工業株式会

社を設立。 

昭和48年１月 不動産管理を主目的に、子会社として扶桑株式会社を設立。 

昭和48年３月 富士通株式会社の協力工場として運営していた蒲田工場は、技術革新に伴う電子化への移行措置

が必要なため閉鎖。 

平成元年10月 総合的な通信情報システムの専門ディーラーとして、顧客のニーズに適合したサービス提供を目

的に、扶桑電子株式会社、扶桑株式会社を合併し、商号を扶桑電通株式会社に変更。 

平成２年９月 通信情報の総合サービス体制を確立するため、扶桑通信工事株式会社を合併。 

平成８年８月 日本証券業協会に株式を登録。 

平成９年９月 社員の資質向上のため、研修センターを東京都大田区矢口２丁目27番15号に開設。 

平成11年８月 東京証券取引所市場第二部に上場。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び関連会社２社により構成されております。 

その事業内容は主として富士通製品(通信機器設備、電子機器設備、OA機器)の販売、設計施工、保守、システムソ

フト開発及び電子計算機の販売仲介をおこなっております。 

関連会社である扶桑電気工業㈱は、工業計器の販売並びにメンテナンス、計器制御盤の設計・製作、芙蓉電話工事

㈱は、通信設備及び電気設備の設計施工をおこなっており、当社は施工及び保守の一部を委託しております。 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

当社の関連会社として、扶桑電気工業㈱と芙蓉電話工事㈱の２社がありますが、両社が当社に及ぼす影響は極めて

軽微であり、重要性が極めて乏しいため記載を省略しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、扶桑電通労働組合と称し、平成５年７月10日に結成されました。 

平成17年９月30日現在の組合員数は、757人であり、所属上部団体は全富士通労働組合連合会であります。なお、

労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,126 39.2 17.2 5,639,445 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、期前半には円高、原油高、素材高等の不安要因が発生し、米国や中国経済に

景気減速を懸念する慎重な見方が広がるなど不透明な景況感となっておりました。 

しかし、期後半にはIT関連分野の在庫調整が進み設備投資に着実な増加傾向が見られ、雇用環境の改善をうけて

個人消費が上向きに推移したことから、政府並びに日銀が揃って、景気の「踊り場脱却」を宣言しました。 

このような経済環境にあって当社は、政府の「e-JapanⅡ」や「u-Japan(ユビキタス)」に基づいた官庁、自治体

向けICT関連需要や、民間での通信設備再構築需要並びにブロードバンド・ネットワーク時代に向けた新設、更新需

要や扶桑オリジナル商品の開発、アライアンスビジネス等の新しいビジネスの開拓に取り組んでまいりました。 

しかしながら、公共関係では予算の縮小等により引続き価格競争が厳しく、民需においても情報通信設備投資に

対する受注競争は益々激しさを増している状況の中、全社を挙げて拡販につとめましたが、当事業年度の売上高は

356億31百万円(前期比11.5％減)となりました。 

利益面につきましては、一層のコスト削減を図り損失の縮小に努めましたが、売上高の減少による利益の低下に

加え、受注物件で赤字が見込まれる場合には、引当金の計上が必要となるため、当事業年度におきましては市町村

合併商談における１億40百万円の引当金計上をいたしました。これにより、当事業年度は経常損失６億13百万円(前

事業年度は経常利益１億56百万円)、当期純損失４億14百万円(前期は当期純利益11百万円)となりました。 

部門別の状況は次のとおりであります。 

〔通信機器部門〕 

公共関係では、自治体のIP－PBX、病院、競技場の中央監視装置、各種表示盤や小中学校向け緊急通報システム、

セキュリティシステム等は順調に推移しましたが、官庁向けの電気通信設備工事、庁舎内LAN設備工事や道路情報関

連工事(非常電話、表示装置、交通量計測装置)等は、設備投資の抑制により減少いたしました。 

民需関係では、金融、流通、サービス業向けIPテレフォニーシステム(IP－Pathfinder、SIPサーバ、ルータ、ス

イッチ等)やコンビニエンスストア向け省エネシステム、ATM、LAN、衛星アンテナ設置工事及び銀行向け監視カメ

ラ、ホテル向けVODシステム等の商談は成果を上げることができました。しかし、保険、証券、製造業、電力会社に

おいてはIP導入計画が遅れたことによる減少が大きく影響し、売上高は減少しました。 

この結果、当事業年度の売上高は115億31百万円(前期比11.4％減)となりました。 

〔電子機器部門〕 

公共関係では、地方公共団体向け施設管理システム、司法書士向け業務処理システム、官庁向けパソコンのロッ

ト販売は前年並みに推移いたしましたが、自治体向け図書館システム、官庁向けアウトソーシング商談は、価格競

争の激化により低迷いたしました。 

民需関係では、レガシーシステムの再構築やマイグレーションの商談が順調に推移しましたが、大手運輸会社向

けの車載システム及び自動車販売店向け総合販売支援システムの納入が一巡したことによる減少が大きく影響し、

売上高は減少しました。 

この結果、当事業年度の売上高は123億58百万円(前期比14.8％減)となりました。 



〔OA機器部門〕 

パソコンの入札案件に積極的に参加し、文教向け教育パソコン及び金融業向け業務パソコンを受注することがで

きましたが、前年度の大型特需物件が終結したため、売上高は減少しました。 

この結果、当事業年度の売上高は47億70百万円(前期比15.9％減)となりました。 

〔保守部門〕 

ハード保守契約に関する売上の低減傾向は保守単価の低廉化により歯止めがかからず、前期比12％減となりまし

た。一方スポット作業に関するサービス(スポット保守、ルータ設定サービス等)と従来から充実を図ってきました

ヘルプデスクサービス、ネットワーク構築、運用支援サービス等は若干伸長しましたが、ハード保守契約の減少を

カバーするには至りませんでした。 

この結果、当事業年度の売上高は69億70百万円(前期比1.3％減)となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末に比べ４億40百万円減少し24

億40百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次の通りであります。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

営業活動で得た資金は１億93百万円(前年同期は使用した資金14億66百万円)となりました。主な要因は、当事

業年度は売上高の減少による利益の低下や受注物件の赤字に伴う引当金の計上等により税引前当期純損失となっ

たものの、売掛金の回収による売上債権の大幅な減少とたな卸資産の減少等が仕入の支払である仕入債務の減少

を上回ったことであります。 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

投資活動で使用した資金は３億84百万円(前年同期は使用した資金６億４百万円)となりました。主な要因は、

前事業年度に比して投資信託の取得による支出と売却による収入の割合は同程度でしたが、当事業年度において

は債券の満期償還による収入があったことであります。 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

財務活動で使用した資金は２億49百万円(前年同期は得た資金２億53百万円)となりました。主な要因は、前事

業年度に比して、長期借入の返済を大幅に増加させたことによるものです。 

  

(注) 「第２ 事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。 

  



２ 【受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の他に、前事業年度以前の受注物件で、当期において受注取消をしたものが500,526千円あります。 

  

(2) 販売実績 

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10を超える相手先が無いため、記載を

省略しております。 

部門 品目 受注高(千円)
前年同期比
増減(％) 

受注残高(千円) 
前年同期比 
増減(％) 

通信機器 機器及び工事     

   通信機器設備 11,533,249 △4.8 3,348,013 △4.2 

   販売手数料 102,212 △7.2 ― ― 

  小計 11,635,462 △4.8 3,348,013 △4.2 

電子機器 機器及び工事     

   電算機 10,367,074 △8.5 3,461,516 19.8 

   システムソフト開発 2,448,630 △15.4 1,045,624 △18.7 

   販売手数料 117,724 216.9 1,067 △78.9 

  小計 12,933,431 △9.3 4,508,207 7.8 

OA機器 商品     

   OA機器 4,318,940 △19.9 287,462 △3.5 

   サプライ用品 440,881 1.7 7,783 △5.0 

  小計 4,759,822 △18.3 295,246 △3.5 

保守 機器及び工事     

   通信機器設備保守 1,433,264 △1.8 ― ― 

   電算機・OA機器設備保守 5,537,217 △1.2 49 △89.5 

  小計 6,970,482 △1.3 49 △89.5 

合計 36,299,198 △7.8 8,151,517 2.1 

部門 品目 販売高(千円) 前年同期比増減(％) 

通信機器 機器及び工事   

   通信機器設備 11,429,432 △11.5 

   販売手数料 102,212 △7.3 

  小計 11,531,644 △11.4 

電子機器 機器及び工事   

   電算機 9,594,092 △16.9 

   システムソフト開発 2,642,243 △9.3 

   販売手数料 121,709 227.6 

  小計 12,358,044 △14.8 

OA機器 商品   

   OA機器 4,329,301 △17.4 

   サプライ用品 441,295 3.1 

  小計 4,770,596 △15.9 

保守 機器及び工事   

   通信機器設備保守 1,433,264 △1.8 

   電算機・OA機器設備保守 5,537,636 △1.2 

  小計 6,970,901 △1.3 

合計 35,631,186 △11.5 



３ 【対処すべき課題】 

当社は、お客様のITソリューションパートナーとして、多様なニーズに柔軟に対応し、未来に向かって、当社の企

業理念である「お客様のお役に立つ企業」の実現に邁進してまいります。 

ネットワークソリューション分野では、従来より当社の強みであるPBX、伝送／無線を中心にしたエンタプライズネ

ットワーク、中央監視システム、防災行政無線システムをはじめ、IPテレフォニーシステム(IP－PF、CLシリーズ、

LAN／WAN、ルータ、IP電話等)やFTTH等のブロードバンドビジネスを積極的に推進いたします。また、セキュリティソ

リューションとして不正アクセス対策、DVR画像監視システム等に加え、情報漏えい対策ソリューションを提供してま

いります。 

情報ソリューション分野では、昨年度より提供を開始した、運輸業向け車載システム(TRIAS)をはじめ、オープンソ

ースを基盤にした販売管理システム(Encyclo)、中小製造業向け生産管理システム(Profitsmasse)、自治体向け水道料

金システム(AcquaSanta)、施設管理システム(FusoSuks)、登記簿閲覧時の地番検索システム、司法書士事務所専用パ

ッケージ(司Plazon)、海貨業システム(G－FLEXS)、米穀卸業向けシステム(ORYZA)等を顧客ニーズに合わせて引き続き

拡販してまいります。 

また、IT基盤システム構築にあたっては最適なミドルウェア(Interstage, Systemwalker)、サーバ(PRIMERGY, 

PRIMEPOWER)、ストレージ(ETERNUS)を組み合わせることによって、短期・安価・正確なトータルソリューションとし

てお客様のニーズにお応えいたします。 

上記ソリューションに加え、空調、照明等の省エネシステムや店舗の設備工事等のファシリティサービスを第三の

ソリューションとして事業化いたします。 

これらの各種ソリューションを企画から運用、保守までワンストップでサービスを展開する「扶桑ライフサイクル

マネージメント(LCM)」を拡充するとともに、オンサイト運用支援サービスやアウトソーシングサービスへの取り組み

を強化してまいります。 

経営基盤の強化におきましては、次の主要な施策を実施いたします。 

① 当社の全国ネットを活かした横連携による基幹システムの拡販、新ビジネスの確立を目指し、全国拠点の要員を

迅速かつ機動的に展開させるためのSA、SE、施設の連携によるSBR(ソリューション・ビジネス・リストラクチャリ

ング)体制を取入れ、順次体制の整備を図ります。これにより幅広いビジネスを志向したフォーメーションにシフト

して、地域特有の拡販商品に併せ広域拡販商品の拡充、強化を図ります。 

② 新規ビジネス開拓につきましては、第一に前記ファシリティサービスの拡充のため、工事、保守との連携サービ

スの推進、第二に従来より実施しているNTT東、NTT西、KDDIとのIP、モバイルセントレックスに加え、自治体、電

力会社を含めた、光エントランス回線を主体としたネットワークビジネスの展開、第三にEncyclo等の当社パッケー

ジ群のエンハンスと業界有力パッケージとのインターワークによりソリューションビジネスを強化いたします。 

③ 人材育成につきましては、「自立型人材の育成」を基本方針とし、お客様にビジネス上の優位性、問題解決を提

供するソリューションビジネスを展開するため、第一線の現場リーダーの商品知識、顧客情報等を基に主体性を持

って活動できる人材を育成いたします。また、人材育成計画では、管理職研修をはじめ、新技術修得、公的資格並

びにベンダー資格取得にも引き続き取り組むとともに、経営陣から一般社員までのスキルアップを目指します。 

以上の課題を確実に推進するとともに、経営全般にわたる各種改善施策の推進により、業績の改善を図ってまい

ります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社の事業の状況、経営成績及び財務状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項には以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成17年12月21日)現在において当社が判断した

ものであります。 

(1) 特定の取引先への依存度について 

当社は富士通株式会社とパートナー契約を締結しております。当社の富士通株式会社との取引状況については、

その売上高に占める割合は2.01％、仕入高に占める割合は42.22％であります。その取引関係については安定したも

のとなっておりますが、何らかの理由で取引に支障が生じた場合には、当社の業績に大きな影響を与えるおそれが

あります。 

(2) 納入品の不具合等について 

当社が展開する事業の中には、ITを駆使したソフトウェア開発があります。このソフトウェア開発においては、

お客様との認識不一致や当社担当技術者の力不足等が納期遅延等のクレームに繋がり、訴訟となる可能性がありま

す。このリスクを回避するため、当社の販売部門と技術部門の連携を密にし、商談推進時にはお客様ニーズを綿密

に検討、受注後はお客様との認識一致を最重要課題としてソフトウェア開発に取組んでおります。 

(3) 人材の育成と確保について 

当社の事業の根幹は、技術資格を有する人材の確保に左右されます。該当する技術の有資格者が商談獲得のため

の必須条件とされる時代が近づき、企業リスクの回避手段としても技術資格者確保の重要性が高まってきておりま

す。当社は社員教育を徹底し、人材の育成を経営の最重要課題に位置付けております。また、人材の確保につきま

しては、定期採用や中途採用を積極的に実施しておりますが、優秀な技術者や専門知識を有する人材を外部から求

める活動も継続して実施してまいります。 

(4) 個人情報の取扱いについて 

当社が位置する情報サービス産業にあっては、業種特性上お客様の個人情報に触れる機会があり、万一個人情報

が外部に流出した場合、当社の社会的信用が失墜し、お客様からの損害賠償請求等を受ける可能性があります。そ

のため、当社ではコンプライアンス委員会との連携により、法令遵守に対する社員教育を徹底しております。ま

た、関西支店においてはプライバシーマークを取得しており、これを全社規模に拡大してまいります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は富士通株式会社(本店 神奈川県川崎市中原区)と同社製品の継続的な販売活動に関する基本契約として、昭

和39年４月１日より通信特約店契約を締結しておりました。 

その後、同契約は昭和45年10月１日にFACOMディーラー契約、昭和57年10月１日には富士通ディーラー契約として継

承され、またそれと並行してワープロ、パソコン、ファックス、半導体、電子部品等の個別契約を締結しておりまし

たが、昭和62年10月１日にそれらを統一した富士通システム機器ディーラー契約を締結するにいたりました。その後

同契約は、機器、プログラム・プロダクト、保守、サービス、コンサルティングに関する条項等が大幅に拡充され、

平成11年12月15日には富士通パートナー契約として新たに締結するにいたりました。 

なお、同契約は双方から別段の意思表示がない限り、同一条件をもって毎年継続するものとされております。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 
  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成17年12月21日)現在において当社が判断したもので

あります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。財務

諸表を構成する事業年度末日の資産・負債及び事業年度における収益・費用の数値には、見積り・判断を行って算

出する必要があるものがあります。但し、実際の結果は様々な要因により、これらの見積りと異なる場合がありま

す。当社は、特に以下の重要な会計方針が、財務諸表作成における重要な見積り・判断に影響を及ぼすと考えてお

ります。 

① 収益の認識 

売上高は、顧客からの注文書に基づき技術やサービスを伴うものは、顧客の検収通知を受領した時点に計上し

ております。また、商品や機器のみの場合は出荷した時点に計上しております。 

② 引当金 

イ 貸倒引当金 

将来発生する顧客の支払不能額に備えるため一般債権に対しては、過去３年の貸倒実績率を使用し、貸倒懸

念のある顧客に対しては個別に回収不能額を見積り貸倒引当金を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

賞与引当金については、当事業年度に含まれる将来の支給見込額の日数按分額に基づき費用及び引当金を計

上しております。 

ハ 受注損失引当金 

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当期末時点で将来の損失が見込まれ、かつ当該損失金額が合理的

に見積もることが可能なものについては、翌期以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。 

ニ 退職給付引当金 

退職給付引当金については、数理計算上設定される前提条件に基づいて算出しております。これらの前提条

件には、割引率、将来の昇給率、退職率、死亡率及び年金資産の期待運用収益率などが含まれております。割

引率はわが国の長期国債の市場利回りを使用し、５年利回りの変動を考慮して算出しております。将来の昇給

率、退職率は直近の実績に基づき算出した予定率を用いております。死亡率は計算基準日現在の適格退職年金

死亡率を用いて算出しております。 

③ 繰延税金資産 

繰延税金資産については、将来の利益計画に基づく課税所得の十分性や将来加算一時差異の十分性を慎重に検

討し、回収可能性を判断したうえで計上しております。繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積に

依存するので、その見積額が減少した場合は、繰延税金資産が減額され、税金費用が計上される可能性がありま

す。 

  



(2) 業績 

当社の当事業年度の経営成績は、売上高は通信機器部門、電子機器部門の受注の延伸などによる減少に加え、OA

機器部門の大型特需物件の終結が大きく影響し、前事業年度に比して46億18百万円減の356億31百万円となりまし

た。また、売上高の大幅な減少により売上原価率が前事業年度に比して0.6ポイント上昇いたしました。これに対

し、経費面の削減を徹底したことにより、販売費及び一般管理費は前事業年度に比して97百万円減少して、59億80

百万円となったものの、売上高の減少、売上原価率の上昇が大きく影響し、利益面では前事業年度の営業損失86百

万円に対し、当事業年度は営業損失８億98百万円と大幅な損失となりました。経常利益は前事業年度の経常利益１

億56百万円に対し、当事業年度は経常損失６億13百万円となりました。当期純利益につきましては、前事業年度の

当期純利益11百万円に対し、当期は市町村合併商談における受注損失引当金１億40百万円の引当金計上もあり、当

期純損失４億14百万円となりました。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 当社の運転資金の主なものは、販売に関する情報通信機器の商品及び部品の購入のほか、ソフトウェア開発

費、販売費及び一般管理費などの営業費用であります。ソフトウェア開発費は当社独自のオリジナル商品開発を

含むシステム・エンジニアの人件費及び外注費などで、売上原価に計上しております。また、保守業務に関わる

カスタマー・エンジニアの人件費及び外注費も同様に売上原価に計上しております。 

② 資金の源泉 

当社の運転資金の源泉は、売上債権・債務などの営業活動によるキャッシュ・フローと預金の払戻しなどの投

資活動によるキャッシュ・フローからなります。当事業年度は売掛金の回収による営業活動によるキャッシュ・

フローで得た資金は１億93百万円ありましたが、売上高の減少により税引前当期純損失が大きく影響し、現金及

び現金同等物の期末残高は前事業年度に比して４億40百万円減少し、24億40百万円となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資については、事務合理化及び営業支援のための情報設備拡充を行い、その結果、総額61,700

千円の投資を実施しております。 

  

(注) 「第３ 設備の状況」に記載している金額に消費税等は含まれておりません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

平成17年９月30日現在における主な設備の状況は次のとおりであります。 

  

  

区分 事業内容 

土地 建物 
構築物
(千円) 

器具及び
備品 
(千円) 

建設
仮勘定 
(千円) 

ソフト
ウェア 
(千円) 

ソフト 
ウェア 
仮勘定 
(千円) 

帳簿価額 
合計 
(千円) 

従業
員数 
(人) 面積(㎡) 金額(千円) 金額(千円)

事業所             

本社 
(東京都中央区) 

全社統括 
業務 214.33 196,398 19,536 21 24,100 ― 282,850 ― 522,906 

322
営業本部 
(東京都中央区) 販売業務 ― ― 2,303 ― 21,662 ― ― ― 23,966 

管内営業所 
(千葉) 販売業務 ― ― 15 ― 221 ― ― ― 237 

関西支店 
(大阪市北区) 販売業務 ― ― ― ― 4,846 ― ― ― 4,846 

117管内営業所 
(京都・姫路・ 
神戸) 

販売業務 ― ― 13 ― 937 ― ― ― 950 

東北支店 
(仙台市青葉区) 販売業務 ― ― ― ― 3,394 ― ― ― 3,394 

137管内営業所 
(青森・八戸・ 
盛岡・秋田・ 
山形・福島) 

販売業務 ― ― ― ― 4,454 ― ― ― 4,454 

中国支店 
(広島市中区) 販売業務 198.34 28,417 64,767 25 4,477 ― ― ― 97,687 

144管内営業所 
(岡山・松江・ 
福山・周南・ 
山口・鳥取) 

販売業務 ― ― 48 ― 2,331 ― ― ― 2,379 

中部支店 
(名古屋市中区) 販売業務 ― ― 2,521 ― 5,968 ― ― ― 8,489 

(2)
143

管内営業所 
(岐阜・津・ 
豊田・金沢・ 
富山・福井) 

販売業務 ― ― 48 ― 4,115 ― ― ― 4,163 

九州支店 
(福岡市中央区) 販売業務 ― ― 88 ― 2,580 ― ― ― 2,669 

50
管内営業所 
(北九州・熊本) 販売業務 ― ― 67 ― 704 ― ― ― 772 

北海道支店 
(札幌市中央区) 販売業務 ― ― 17 ― 3,467 ― ― ― 3,484 

(4)
98管内営業所 

(旭川・苫小牧 
釧路・函館) 

販売業務 ― ― ― ― 699 ― ― ― 699 

関東支店 
(横浜市西区) 販売業務 ― ― 90 ― 3,513 ― ― ― 3,604 

55管内営業所 
(静岡・北関東 
新潟・茨城) 

販売業務 ― ― ― ― 1,348 ― ― ― 1,348 

四国支店 
(香川県高松市) 販売業務 ― ― 129 ― 1,683 ― ― ― 1,813 

60管内営業所 
(松山・徳島・ 
高知) 

販売業務 ― ― ― ― 1,452 ― ― ― 1,452 



  

(注) １ 営業本部には、東京都江東区所在の賃借建物を含んでおります。 

２ 社宅・寮には、大阪府豊中市の社宅を含んでおります。 

３ 金額は帳簿価額であります。 

４ 土地の面積で、( )内は賃借中のものであり内書きで表示しております。 

５ 従業員数は、社外からの出向者８名を含み、臨時従業員(パートタイマー)６名は( )で外書きで表示しております。 

６ 上記の他、CEセンター10ヵ所があります。 

７ この他貸与機械及び装置として113,412千円が投資その他の資産に含まれております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

区分 事業内容 

土地 建物 
構築物
(千円) 

器具及び
備品 
(千円) 

建設
仮勘定 
(千円) 

ソフト
ウェア 
(千円) 

ソフト 
ウェア 
仮勘定 
(千円) 

帳簿価額 
合計 
(千円) 

従業
員数 
(人) 面積(㎡) 金額(千円) 金額(千円)

仙台駐車場 
(仙台市青葉区) 

駐車場・ 
貸室 139.30 637 19,983 ― ― ― ― ― 20,621 ―

広島駐車場 
(広島市中区) 

駐車場・ 
貸室 

(132.03)
132.03 ― 13,426 ― ― ― ― ― 13,426 ―

研修センター 
(東京都大田区) ― 894.14 120,646 314,011 4,554 27,110 ― ― ― 466,323 ―

社宅・寮 
(東京都大田区) ― 599.54 69,346 289,890 2,192 ― ― ― ― 361,428 ―

合計 (132.03)
2,177.68 415,446 726,959 6,793 119,069 ― 282,850 ― 1,551,119 (6)

1,126



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 平成13年２月１日 

有限会社榮豊興産との合併 

合併比率(有限会社榮豊興産の出資持分１口(１口の金額1,000円)に対して、当社の額面普通株式20株を割り当てる) 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,701,228 8,701,228
東京証券取引所
市場第二部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 8,701,228 8,701,228 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年２月１日 
1,190 
△1,133 

8,701
59,500
△57,000 

1,083,500 15,072 1,076,468



  
(4) 【所有者別状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 自己株式151,345株は「個人その他」に151単元及び「単元未満株式の状況」に345株を含めて記載しております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記の他、自己株式151千株(1.73％)があります。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 6 4 27 5 ― 1,114 1,156 ―

所有株式数 
(単元) 

― 439 16 220 91 ― 7,763 8,529 172,228

所有株式数 
の割合(％) 

― 5.15 0.19 2.58 1.06 ― 91.02 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

扶桑電通従業員持株会 東京都中央区八重洲２丁目10番14号 1,455 16.72

太 田 シズヱ 東京都港区南青山４丁目７番10号 954 10.96

太 田 雅 子 東京都港区南青山４丁目15番11号 406 4.66

太 田 三紀子 東京都港区南青山４丁目７番10号 385 4.42

滝 内 裕 子 東京都港区南青山４丁目７番９号 371 4.26

㈱みずほ銀行 
(常任代理人資産管理サ
ービス信託銀行㈱) 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクェアオフィスタワー
Ｚ棟) 

348 4.00

MACSMALLCAP投資事業 
組合㈱MアンドA 
コンサルティング 

東京都港区六本木６丁目10番１号
六本木ヒルズ森タワー20階 

173 1.98

建 部 六 郎 埼玉県新座市栗原１丁目13番36号 106 1.21

加 藤 盛 三 神奈川県伊勢原市高森４丁目13番12号 80 0.91

大 平 昭 夫 東京都練馬区氷川台４丁目54番12号 75 0.86

山 崎 周 次 宮城県仙台市宮城野区鶴ヶ谷北１丁目16番20号 75 0.86

計 ― 4,429 50.90



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式345株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 151,000

―
権利内容に何ら限定のない、当社に
おける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

8,378,000 
8,378 同上 

単元未満株式 普通株式 172,228 ― 同上 

発行済株式総数 8,701,228 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,378 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
扶桑電通株式会社 

東京都中央区八重洲 
２丁目10番14号 

151,000 ― 151,000 1.73

計 ― 151,000 ― 151,000 1.73



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社の配当政策の基本的な考え方は、株主への安定的な利益還元を図るとともに、経営体質の強化ならびに、業績

向上に向けた事業展開に備えるため、内部留保を充実することにあります。 

この方針に基づき、当事業年度につきましては、１株当たり期末普通配当金を６円とし、年間で９円(平成17年５月

16日の取締役会決議により、うち中間普通配当金を３円)の配当を決定いたしました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価については、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高(円) 722 557 505 550 540 

最低(円) 350 334 325 370 430 

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 520 517 499 485 475 490

最低(円) 490 470 440 452 450 460



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長   大 平 昭 夫 昭和７年５月15日生

昭和31年８月 当社入社

75

昭和47年12月 扶桑電気工業㈱取締役就任(現任) 
昭和62年12月 当社取締役広島支店長(現中国支

店)兼扶桑電子㈱取締役広島営業

所長就任 
平成元年10月 扶桑電子㈱、扶桑㈱を合併、商号

を扶桑電通㈱に変更、取締役広島

支店長(現中国支店)就任 
平成５年12月 当社常務取締役広島支店長(現中

国支店)就任 
平成７年４月 当社常務取締役管理本部長兼総務

部長就任 
平成８年12月 当社専務取締役営業本部長就任 
平成12年１月 当社代表取締役専務営業本部長就

任 
平成12年11月 当社代表取締役専務就任

平成12年12月 当社代表取締役社長就任(現任) 

取締役 

副社長 

ソリューション

営業本部長 
藤 井 秀 樹 昭和17年８月10日生 

昭和41年４月 当社入社

9

平成元年10月 当社システム統括部長

平成５年12月 当社取締役営業副本部長兼第一シ

ステム統括部長就任 
平成７年４月 当社取締役経営企画室長就任 
平成９年１月 当社取締役営業副本部長就任 
平成10年３月 当社取締役営業副本部長兼営業本

部第二販売統括部長就任 
平成12年９月 当社取締役管理副本部長兼経理部

長就任 
平成12年12月 当社常務取締役管理本部長兼経理

部長就任 
平成14年12月 当社専務取締役管理本部長兼経理

部長就任 
平成15年10月 当社専務取締役管理本部長就任 
平成16年12月 当社取締役副社長ソリューション

営業本部長就任(現任) 

専務取締役 
ネットワーク 

営業本部長 
井 上 真五郎 昭和19年１月23日生 

昭和42年４月 富士通㈱入社

2

平成12年４月 同社ネットワーク営業本部長 
平成13年６月 当社営業本部顧問

平成13年10月 当社ネットワーク営業本部長 
平成13年12月 当社常務取締役ネットワーク営業

本部長就任 
平成16年12月 当社専務取締役ネットワーク営業

本部長就任(現任) 

専務取締役 中部支店長 林   耕 拓 昭和15年11月17日生

昭和34年２月 当社入社

27

平成７年１月 当社広島支店長(現中国支店) 
平成８年12月 当社取締役広島支店長(現中国支

店)就任 
平成11年12月 当社取締役中部支店長就任 
平成14年12月 当社常務取締役中部支店長就任 
平成16年12月 当社専務取締役中部支店長就任

(現任) 

常務取締役 
営業推進 
本部長 

今 井 俊 之 昭和21年６月４日生

昭和44年４月 ㈱第一勧業銀行入行 

―

平成６年１月 同行五反田支店長 

平成８年１月 同行検査部検査役 

平成12年４月 当社営業副本部長 

平成12年12月 当社取締役営業副本部長就任 

平成13年10月 当社取締役営業推進本部長就任 

平成16年12月 当社常務取締役営業推進本部長就

任(現任) 



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 管理本部長 勝 部 一 郎 昭和18年６月13日生

昭和41年４月 当社入社 

19

平成９年１月 当社社内システム部長 

平成12年９月 当社管理本部長付 

平成12年12月 当社常勤監査役就任 

平成16年12月 当社取締役管理本部長就任(現任) 

取締役 中国支店長 市 岡 晃 彦 昭和18年６月４日生

昭和41年４月 当社入社 

11
平成12年６月 当社営業本部第二販売統括部長 

平成14年11月 当社中国支店長 

平成14年12月 当社取締役中国支店長就任(現任) 

取締役 
サポートサービ
ス本部長 

中 村 昂 三 昭和20年５月７日生

昭和45年８月 富士通㈱入社 

1

平成11年４月 同社ネットワークビジネス本部特

定システム統括部長 

平成13年10月 同社ネットワーク営業本部長代理 

平成15年２月 同社産業営業本部長代理(キャリ

ア担当) 

平成15年11月 当社サポートサービス本部顧問 

平成15年12月 当社取締役サポートサービス本部

長就任(現任) 

取締役 東北支店長 佐々木 勝 夫 昭和20年５月31日生

昭和39年３月 当社入社 

14

平成９年１月 当社仙台支店(現東北支店)第一販

売部長 

平成12年11月 当社東北支店第二販売部長 

平成13年10月 当社東北支店長代理 

平成14年11月 当社東北支店長 

平成16年12月 当社取締役東北支店長就任(現任) 

取締役 関西支店長 和 田 弘 治 昭和19年５月５日生

昭和43年４月 当社入社 

6

平成３年12月 当社大阪支店(現関西支店)第三販

売部長 

平成12年４月 当社関西支店販売統括部長 

平成13年12月 当社四国支店長 

平成16年12月 当社取締役関西支店長就任(現任) 

取締役 

ソリューション 
営業本部 
副本部長兼 
第二販売 
統括部長 

児 玉 栄 次 昭和21年４月20日生

昭和45年９月 当社入社 

4

平成５年８月 当社松江営業所長 

平成13年８月 当社中国支店第二販売部長代理 

平成15年10月 当社ソリューション営業本部副本

部長第二販売統括部長兼リナック

スビジネス販売部長 

平成16年12月 当社取締役ソリューション営業本

部副本部長兼第二販売統括部長

(現任) 



  

(注) 監査役渡辺孝、泉澤大介及び池田政明の３氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定

める「社外監査役」であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常勤監査役   和 田   正 昭和18年８月10日生

昭和41年４月 当社入社 

14

平成12年９月 当社四国支店長 

平成13年12月 当社九州支店長 

平成16年10月 当社管理本部長付 

平成16年12月 当社常勤監査役就任(現任) 

監査役   渡 辺   孝 昭和28年11月16日生

昭和55年10月 司法試験第２次試験合格 

―

昭和58年３月 司法修習生の修習終了 

昭和58年４月 東京弁護士会登録、弁護士として

現在に至る 

平成10年12月 当社監査役就任(現任) 

監査役   泉 澤 大 介 昭和35年７月23日生 

昭和60年10月 等松青木監査法人(現監査法人ト

ーマツ)入所 

―
平成元年３月 公認会計士第３次試験合格 

平成９年１月 泉澤会計事務所開設(公認会計

士・税理士) 

平成11年12月 当社監査役就任(現任) 

監査役   池 田 政 明 昭和22年６月８日生

昭和41年４月 関東信越国税局入局 

―

平成３年７月 東京国税局調査第三部統括国税調

査官付主査 

平成４年７月 東京国税局退職 

平成４年８月 税理士登録、税理士として現在に

至る 

平成13年12月 当社監査役就任(現任) 

合計 185



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、経営の透明性と効率性の確保並びにコンプライアンスをコーポレート・ガバナンスの基本と考えてお

ります。そのために取締役会及び監査役会の機能的で迅速な運営並びに内部監査室による内部統制機能の充実に努

めると同時に、会社情報の適時開示及びIR活動の充実を推進してまいります。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 当社の取締役会は、取締役会11名で構成されており、毎月１回の定例取締役会及び必要に応じ臨時取締役を開

催し、経営に関する基本方針、戦略について討議し決定するとともに、経営執行に関する重要事項を迅速、公正

に審議し決定しております。また、支店長会議、全国販売会議をはじめ各部門会議に出席し、情報の共有化を図

り事業の運営状況、業績の進捗状況の確認、検討を実施しております。なお、当社には社外取締役はおりませ

ん。 

② 当社は監査役制度を採用しており、経営の監査機能として透明性と公正さを高めるため、監査役４名のうち３

名を社外監査役で構成しております。監査役会は年間５回以上開催されております。また、監査役は原則として

全員、取締役会にすべて出席し意見を述べるなど、取締役の職務執行、業務執行を監査しております。なお、当

社と社外監査役３名との間には、特別な利害関係はありません。 

③ 内部監査業務につきましては、従来より社長直轄の部署として内部監査室(２名)が設置されており、社内業務

規程に則した内部処理の実施状況や、急速に変化する社会環境下でのリスク対応などについて、当社の全国拠点

を年間計画に基づき内部監査を実施しております。 

④ 企業倫理とコンプライアンスの維持につきましては、当社の経営理念である「誠心誠意」「お客様のお役に立

つ愛される企業」を企業活動・躍進の原点ととらえ、社員一人ひとりが責任と自覚を持った「自立型人間」とな

り行動すべく、扶桑電通株式会社「倫理憲章（３ヶ条)」「行動規範(10ヶ条)」を制定いたしました。 

⑤ IR活動につきましては、経営内容の透明性と公正性をより一層たかめるため、適時適切な情報開示を実施し、

機関投資家とアナリストを対象とした企業説明会の開催など積極的なIR活動を目指してまいります。 

⑥ 会計監査につきましては、監査法人トーマツと監査契約を締結しております。同監査法人及び当社監査に従事

する監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別な利害関係はありません。当期において業務を執行した公

認会計士の氏名及び継続監査年数は下記のとおりです。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

業務執行社員  原   邦 明  継続監査年数10年 

業務執行社員  大 髙 俊 幸  継続監査年数３年 

 補助者         ７名 

⑦ 役員報酬 

⑧ 監査報酬 

上記の監査報酬以外に支払った報酬はありません。 

取締役に支払った報酬 123,060千円 

監査役に支払った報酬 24,540千円 

         計 147,600千円 

公認会計士法(昭和23年法律第103号) 

第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 
23,000千円 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和38年大蔵省令第59号。)」(以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣

府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

第59期事業年度(平成15年10月１日から平成16年９月30日まで)および第60期事業年度(平成16年10月１日から平成17

年９月30日まで)の財務諸表について、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受けてお

ります。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社を有していないため、連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  

  
第59期

(平成16年９月30日) 
第60期 

(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※ １  597,209 1,196,365  

２ 受取手形  1,104,119 571,237  

３ 売掛金  8,904,790 6,884,001  

４ 有価証券  2,498,708 1,248,925  

５ 商品  91,376 48,336  

６ 仕掛品  1,319,074 1,161,079  

７ 前払費用  104,160 106,311  

８ 繰延税金資産  431,638 595,381  

９ 未収入金  61,539 51,695  

10 その他  56,933 56,656  

11 貸倒引当金  △52,331 △15,012  

流動資産合計  15,117,220 59.8 11,904,979 50.9

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産     

１ 建物 1,444,372 1,445,921    

減価償却累計額 △673,152 771,220 △718,961 726,959  

２ 構築物 22,732 22,732    

減価償却累計額 △14,880 7,852 △15,939 6,793  

３ 器具及び備品 651,993 682,372    

減価償却累計額 △510,694 141,298 △563,303 119,069  

４ 土地  415,446 415,446  

５ 建設仮勘定  30,179 ―  

 有形固定資産合計  1,365,997 5.4 1,268,269 5.4

(2) 無形固定資産     

１ ソフトウェア  132,948 282,850  

２ ソフトウェア仮勘定  194,244 ―  

３ 電話加入権  22,131 22,131  

 無形固定資産合計  349,325 1.4 304,981 1.3



  

  

  
第59期

(平成16年９月30日) 
第60期 

(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券  4,747,581 6,314,157  

２ 関係会社株式  7,500 7,500  

３ 出資金  32,769 2,100  

４ 破産・更生債権等  187,504 205,358  

５ 長期前払費用  13,573 4,293  

６ 繰延税金資産  3,023,506 2,975,525  

７ 貸与機械及び装置 1,927,435 1,927,435    

  減価償却累計額 △1,795,901 131,534 △1,814,023 113,412  

８ 差入保証金  478,687 435,668  

９ 保険積立金  19,517 32,143  

10 その他  8,670 8,670  

11 貸倒引当金  △183,334 △201,984  

投資その他の資産合計  8,467,509 33.4 9,896,844 42.4

固定資産合計  10,182,832 40.2 11,470,095 49.1

資産合計  25,300,053 100.0 23,375,074 100.0

      



  

  
第59期

(平成16年９月30日) 
第60期 

(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  97,769 183,679  

２ 買掛金 ※１  8,227,514 6,591,448  

３ 短期借入金  200,000 200,000  

４ １年内返済予定 
長期借入金 

 625,215 157,838  

５ 未払金  157,044 685,434  

６ 未払法人税等  238,775 38,896  

７ 未払消費税等  76,705 50,028  

８ 未払費用  347,776 341,075  

９ 前受金  222,964 213,479  

10 預り金  76,431 76,062  

11 前受収益  1,394 1,171  

12 賞与引当金  879,670 874,149  

13 受注損失引当金  ― 140,000  

14 その他  60,997 41,766  

流動負債合計  11,212,258 44.3 9,595,031 41.1

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  316,126 683,999  

２ 退職給付引当金  7,540,480 7,277,080  

３ 役員退職慰労引当金  101,128 101,989  

４ 繰延ヘッジ利益  99,268 39,593  

５ その他  14,973 15,053  

固定負債合計  8,071,977 31.9 8,117,715 34.7

負債合計  19,284,236 76.2 17,712,747 75.8

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  1,083,500 4.3 1,083,500 4.6

Ⅱ 資本剰余金     

資本準備金  1,076,468 1,076,468  

資本剰余金合計  1,076,468 4.3 1,076,468 4.6

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  165,867 165,867  

２ 任意積立金     

特別償却準備金 59,947 45,093    

別途積立金 3,542,243 3,602,191 3,542,243 3,587,337  

３ 当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

 187,722 △288,542  

利益剰余金合計  3,955,780 15.6 3,464,662 14.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △37,302 △0.2 107,435 0.5

Ⅴ 自己株式 ※４  △62,628 △0.2 △69,738 △0.3

資本合計  6,015,817 23.8 5,662,327 24.2

負債・資本合計  25,300,053 100.0 23,375,074 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
第59期

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

１ 商品売上高 5,669,565 4,770,596   

２ 機器及び工事売上高 34,432,801 30,636,668   

３ 手数料収入 147,353 40,249,720 100.0 223,921 35,631,186 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 商品売上原価    

 (1) 期首商品たな卸高 10,662 91,376   

 (2) 当期商品仕入高 5,405,560 4,326,701   

   合計 5,416,222 4,418,078   

 (3) 期末商品たな卸高 91,376 48,336   

 (4) 当期商品売上原価 5,324,845 4,369,741   

２ 機器及び工事売上原価 28,933,951 34,258,797 85.1 26,179,350 30,549,091 85.7

売上総利益  5,990,923 14.9 5,082,095 14.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 販売手数料 3,961 7,691   

２ 貸倒引当金繰入額 60,750 ―   

３ 役員報酬 143,475 147,600   

４ 従業員給与手当 3,331,366 3,257,186   

５ 福利厚生費 537,983 542,622   

６ 賞与引当金繰入額 519,195 514,754   

７ 退職給付引当金繰入額 188,798 199,818   

８ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

20,913 21,258   

９ 旅費交通費 155,482 161,233   

10 賃借料 350,747 362,889   

11 減価償却費 166,323 171,887   

12 その他 598,785 6,077,784 15.1 593,803 5,980,745 16.8

営業損失  86,861 △0.2 898,649 △2.5

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 4,330 2,347   

２ 受取配当金 75,819 113,347   

３ 受取賃貸料 269,333 268,594   

４ 仕入割引 21,182 20,503   

５ 雑収入 53,414 424,081 1.1 44,908 449,700 1.3

     



  

  

  
第59期

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 10,455 13,850   

２ 貸倒引当金繰入額 ― 22,342   

３ 貸与機械及び装置費用 ※１ 128,731 101,821   

４ 雑損失 41,784 180,971 0.5 26,403 164,417 0.5

  経常利益又は 
  経常損失(△) 

 156,248 0.4 △613,366 △1.7

Ⅵ 特別利益    

１ 貸倒引当金戻入益 ― 27,051   

２ 投資有価証券売却益 ― ― ― 10,068 37,120 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※２ 126 19   

２ 固定資産除却損 ※３ 2,112 623   

３ 出資金評価損 1,398 ―   

４ システム障害対策費用 
負担金 

22,857 ―   

５ ゴルフ会員権評価損 4,500 ―   

６ 社葬費用 ― 30,995 0.1 3,943 4,585 0.0

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

 125,253 0.3 △580,831 △1.6

法人税、住民税 
及び事業税 

296,776 48,342   

法人税等調整額 △183,210 113,565 0.3 △215,101 △166,759 △0.4

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

 11,688 0.0 △414,072 △1.2

前期繰越利益  227,440 151,189 

中間配当額  51,406 25,659 

当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

 187,722 △288,542 

     



機器及び工事売上原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
第59期

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 機器及び材料費 14,786,355 51.1 11,616,219 44.7

Ⅱ 労務費 3,501,228 12.1 3,545,636 13.7

Ⅲ 外注費 9,992,942 34.5 10,038,114 38.6

Ⅳ 経費 668,935 2.3 790,485 3.0

計 28,949,462 100.0 25,990,455 100.0

期首仕掛品たな卸高 1,268,223 1,319,074  

合計 30,217,685 27,309,530  

期末仕掛品たな卸高 1,319,074 1,161,079  

差引 28,898,610 26,148,450  

ソフトウェア減価償却費 35,341 30,899  

機器及び工事売上原価 28,933,951 26,179,350  

     

第59期 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

 １ 原価計算の方法 

   実際原価による個別原価計算(オーダー別)によっ

ております。 

 １ 原価計算の方法 

同左 



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
第59期

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税引前当期純利益又は 
  税引前当期純損失(△) 

 125,253 △580,831 

２ 減価償却費  223,148 221,223 

３ 固定資産除却損  2,112 623 

４ 固定資産売却損  126 19 

５ 投資有価証券売却益  ― △10,068 

６ 貸倒引当金の増減(△)額  61,664 △18,669 

７ 賞与引当金の減少額  △49,233 △5,520 

８ 受注損失引当金の増加額  ― 140,000 

９ 退職給付引当金の減少額  △66,772 △263,399 

10 役員退職慰労引当金の増加額  18,282 860 

11 受取利息及び受取配当金  △80,150 △115,694 

12 支払利息  10,455 13,850 

13 受取リース料  △250,657 △250,657 

14 売上債権の増(△)減額  △2,323,331 2,544,184 

15 たな卸資産の増(△)減額  △131,565 201,035 

16 仕入債務の増減(△)額  1,035,454 △1,550,155 

17 未払消費税等の減少額  △27,968 △26,677 

18 その他  △22,483 67,108 

小計  △1,475,664 367,230 

19 利息及び配当金の受取額  79,210 114,389 

20 利息の支払額  △10,488 △13,562 

21 法人税等の支払額  △59,843 △274,328 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,466,785 193,728 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の預入れによる支出  △15,000 △5,000 

２ 定期預金の払戻しによる収入  15,000 15,000 

３ 有価証券の償還による収入  ― 200,000 

４ 投資有価証券の取得による支出  △1,067,191 △1,100,787 

５ 投資有価証券の売却による収入  436,120 314,989 

６ 有形固定資産の取得による支出  △68,598 △8,783 

７ 有形固定資産の売却による収入  42,708 28 

８ 無形固定資産の取得による支出  △197,911 △50,616 

９ リース料の受取額  250,657 250,657 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △604,214 △384,512 



  

  

   
第59期

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入れによる収入  400,000 400,000 

２ 短期借入金の返済による支出  △400,000 △400,000 

３ 長期借入れによる収入  500,000 500,000 

４ 長期借入金の返済による支出  △141,144 △664,535 

５ 自己株式の取得による支出  △2,002 △7,109 

６ 配当金の支払額  △102,935 △78,199 

財務活動によるキャッシュ・フロー  253,917 △249,844 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △1,817,082 △440,627 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  4,698,000 2,880,918 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  2,880,918 2,440,290 

     



④ 【利益処分計算書】 

  

(注) １ 日付は株主総会承認日であります。 

２ 第59期 平成16年６月14日に51,406千円(１株につき６円)の中間配当を実施いたしました。 

３ 第60期 平成17年６月13日に25,659千円(１株につき３円)の中間配当を実施いたしました。 

  

  

  
第59期

(平成16年12月21日) 
第60期 

(平成17年12月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

187,722 △288,542

任意積立金取崩額  

特別償却準備金取崩額 14,853 15,031  

別途積立金取崩額 ― 14,853 500,000 515,031

合計 202,575 226,488

Ⅱ 利益処分額  

  配当金 51,386 51,386 51,299 51,299

Ⅲ 次期繰越利益 151,189 175,189

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
第59期

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

(1) 関連会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

  

  

   時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

   先入先出法による原価法 

(1) 商品 

同左 

  (2) 仕掛品 

   個別法(オーダー毎)による原価

法 

(2) 仕掛品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

   定率法 主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

    建物       ３～50年 

    構築物      10～20年 

    車両運搬具    ５～６年 

    器具備品     ４～20年 

(1) 有形固定資産 

   定率法 主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

    建物       ３～50年 

    構築物      10～20年 

    器具備品     ４～20年 

  (2) ソフトウェア 

 ①自社利用ソフトウェア 

   利用可能期間(５年)に基づく定

額法 

 ②市場販売目的のソフトウェア 

   見込販売量を基準として販売数

量に応じた割合に基づく償却額

と、販売可能期間(３年)に基づく

償却額のいずれか多い金額をもっ

て償却する方法によっておりま

す。 

(2) ソフトウェア 

 ①自社利用ソフトウェア 

同左 

  

 ②市場販売目的のソフトウェア 

同左 

  (3) 長期前払費用 

   定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

  (4) 貸与機械及び装置 

   定率法(耐用年数15年) 

(4) 貸与機械及び装置 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末決算日

の直物為替相場による円換算額を付し

ております。 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額のうち当期の負担額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 



  

  

項目 
第59期

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (3)     ――― (3) 受注損失引当金 

  受注契約に係る将来の損失に備え

るため、当期末時点で将来の損失が

見込まれ、かつ当該損失金額を合理

的に見積もることが可能なものにつ

いては、翌期以降に発生が見込まれ

る損失額を計上しております。 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込み額に基づき、

計上しております。 

  過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による定額法に

より按分した額を費用処理しており

ます。 

  数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

  (5) 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

  ただし、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについては、特

例処理によっております。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

    外貨建借入金 

  

  ・ヘッジ対象 

    外貨建予定取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

    外貨建借入金 

    金利スワップ 

  ・ヘッジ対象 

    外貨建予定取引 

    借入金利息 

  (3) ヘッジ方針 

  当社の内部管理規程に基づき、為

替相場変動リスクをヘッジしており

ます。 

(3) ヘッジ方針 

  当社の内部管理規程に基づき、為

替相場変動リスクをヘッジしており

ます。 



  

  

(表示方法の変更) 

  

  

項目 
第59期

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (4) ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フロー変動

を半期ごとに比較し、両者の間に高

い相関関係があることを確認して、

有効性の評価方法としております。 

  なお、外貨建予定取引について

は、過去の取引実績等を総合的に勘

案し、取引の実行可能性が極めて高

いことを確認しております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動またはキャ

ッシュ・フロー変動とヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュ・フロー変

動を半期ごとに比較し、両者の間に

高い相関関係があることを確認し

て、有効性の評価方法としておりま

す。 

  なお、外貨建予定取引について

は、過去の取引実績等を総合的に勘

案し、取引の実行可能性が極めて高

いことを確認しております。 

  ただし、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の評

価を省略しております。 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書上、資金

の範囲に含めた現金及び現金同等物

は、手許現金及び要求払預金の他、取

得日より３ヶ月以内に満期日が到来す

る定期預金及び取得日より３ヶ月以内

に償還日が到来する容易に換金可能

で、かつ、価格変動について僅少なリ

スクしか負わない投資信託からなりま

す。 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理について 

 税抜方式によっております。 

  

消費税等の会計処理について 

同左 

  

第59期 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

「ゴルフ会員権評価損」は、前事業年度まで特別損失

の「その他特別損失」に含めて表示しておりましたが、

当事業年度において、特別損失の総額の100分の10を超

えたため区分掲記しております。 

なお、前事業年度の「ゴルフ会員権評価損」の金額は

1,000千円であります。 

――――― 

  

――――― 

  

「貸倒引当金繰入額」は前事業年度まで営業外費用の

「雑損失」に含めて表示しておりましたが、当事業年度

において、営業外費用の総額の100分の10を超えたた

め、区分掲記しております。 

なお、前事業年度の「貸倒引当金繰入額」の金額は

6,558千円であります。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

  

(損益計算書関係) 
  

  

第59期 
(平成16年９月30日) 

第60期
(平成17年９月30日) 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

  (1) 担保に供している資産 

  (2) 上記に対応する債務 

 ２ 保証債務 

    被保証者            従業員 

    種類             連帯保証 

現金及び預金 5,000千円

買掛金 3,610千円

金額 37,690千円

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

  (1) 担保に供している資産 

  (2) 上記に対応する債務 

 ２ 保証債務 

    被保証者            従業員 

    種類             連帯保証 

現金及び預金 5,000千円

買掛金 706千円

金額 34,961千円

※３ 
  

会社が発行する株式の総数 
         普通株式 

 
30,000千株

  発行済株式総数  普通株式 8,701千株

※４ 
  

会社が保有する自己株式の数
         普通株式 

 
136千株

 ５        ―――――  

※３
  

会社が発行する株式の総数
         普通株式 

 
30,000千株

発行済株式総数  普通株式 8,701千株

※４
  

会社が保有する自己株式の数
         普通株式 

 
151千株

５
  
  
  

配当制限
商法施行規則第124条３号に
規定する資産に時価を付した
ことにより増加した純資産額

107,435千円

第59期 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 貸与機械及び装置費用の内訳 

千円 
レバレッジドリース関係 
借入金支払利息 

107,435

減価償却費 21,296

計 128,731

※１ 貸与機械及び装置費用の内訳 

千円 
レバレッジドリース関係
借入金支払利息 

83,699

減価償却費 18,121

計 101,821

※２ 固定資産売却損の内訳 

千円 

器具及び備品 63

車両及び運搬具 62

計 126

※２ 固定資産売却損の内訳 

千円 

器具及び備品 19

※３ 固定資産除却損の内訳 

千円 

建物 625

器具及び備品 1,293

車両及び運搬具 194

計 2,112

※３ 固定資産除却損の内訳 

千円 

建物 179

器具及び備品 443

計 623



(キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

第59期 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 597,209千円

有価証券勘定 2,498,708千円

計 3,095,918千円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△15,000千円

有価証券勘定に含まれる 
１年内償還予定の私募債 

△200,000千円

現金及び現金同等物 2,880,918千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,196,365千円

有価証券勘定 1,248,925千円

計 2,445,290千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△5,000千円

有価証券勘定に含まれる
１年内償還予定の私募債 

―千円

現金及び現金同等物 2,440,290千円



(リース取引関係) 

  

第59期 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ 賃借取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

    
器具及 
び備品 

 
車輌 
運搬具 

  
合計
(千円) 

取得価額 
相当額 

  30,587 2,442  33,029

減価償却累計額 
相当額 

  22,487 673  23,161

期末残高相当額   8,099 1,768  9,867

１ 賃借取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

器具及
び備品 

車輌 
運搬具 

  
合計 
(千円) 

取得価額
相当額 

8,615 2,442  11,058

減価償却累計額
相当額 

5,312 1,684  6,996

期末残高相当額 3,303 757  4,061

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

千円 

１年内 5,961

１年超 4,172

合計 10,134

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

千円 

１年内 2,266

１年超 1,906

合計 4,172

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

千円 

支払リース料 8,864

減価償却費相当額 8,329

支払利息相当額 448

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

千円 

支払リース料 6,146

減価償却費相当額 5,806

支払利息相当額 184

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。 

  ・支払利息相当額はリース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

同左 

  

２ 賃貸取引 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

   貸与機械及び装置 

千円 

取得価額 1,849,135

減価償却累計額 1,721,516

期末残高 127,619

２ 賃貸取引 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

   貸与機械及び装置 

千円 

取得価額 1,849,135

減価償却累計額 1,739,638

期末残高 109,497

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

千円 

１年内 166,958

１年超 747,973

合計 914,931

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

千円 

１年内 193,661

１年超 554,311

合計 747,973

(3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当額 

千円 

受取リース料 250,657

減価償却費 21,121

受取利息相当額 107,435

(3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当額 

千円 

受取リース料 250,657

減価償却費 18,121

受取利息相当額 83,699

 (4) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額と見積残存価格の合計からリース物

件の購入価格を控除した額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっており

ます。 

 (4) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

第59期(平成16年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式については、減損処理はありません。 

なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は、時価が著しく下落したと判

断し、回復する見込みがあると認められた場合を除き、減損処理することとしております。また、時価が取得原価に比べて

30％以上50％未満下落した場合には、個別銘柄毎に、当事業年度末における終値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の

時価水準を把握するとともに、以下のいずれかに該当するものについて回復する見込みがあると認められた場合を除き、減

損(強制評価)の対象としております。 

①時価が過去２年間にわたり著しく下落した状態(時価に比べて30％以上下落している状態)にあるもの。 

②発行会社が債務超過の状態にあるもの。 

③２期連続で損失を計上しており、翌期も損失が予想される状態。 

  

２ 当期に売却したその他有価証券(自平成15年10月１日 至平成16年９月30日) 

   該当事項はありません。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額(平成16年９月30日現在) 

  

  種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

株式 166,720 303,183 136,463 

債券 ― ― ― 

その他 1,495,429 1,513,648 18,219 

小計 1,662,149 1,816,832 154,682 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの 

株式 408,955 259,154 △149,800 

債券 297,500 295,650 △1,850 

その他 1,117,507 1,051,569 △65,937 

小計 1,823,962 1,606,373 △217,588 

合計 3,486,111 3,423,206 △62,905 

  貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

 マネー・マネジメント・ファンド 2,298,708 

 優先株式 1,000,000 

 優先出資証券 500,000 

区分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円) ５年超10年以内(千円) 10年超(千円) 

その他 200,000 891,650 201,502 95,650 



第60期(平成17年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式については、減損処理はありません。 

なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は、時価が著しく下落したと判

断し、回復する見込みがあると認められた場合を除き、減損処理することとしております。また、時価が取得原価に比べて

30％以上50％未満下落した場合には、個別銘柄毎に、当事業年度末における終値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の

時価水準を把握するとともに、以下のいずれかに該当するものについて回復する見込みがあると認められた場合を除き、減

損(強制評価)の対象としております。 

①時価が過去２年間にわたり著しく下落した状態(時価に比べて30％以上下落している状態)にあるもの。 

②発行会社が債務超過の状態にあるもの。 

③２期連続で損失を計上しており、翌期も損失が予想される状態。 

  

２ 当期に売却したその他有価証券(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額(平成17年９月30日現在) 

  

  

  種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

株式 177,593 431,845 254,251 

債券 ― ― ― 

その他 2,285,436 2,360,701 75,264 

小計 2,463,030 2,792,546 329,516 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの 

株式 399,169 292,723 △106,446 

債券 500,000 500,000 ― 

その他 1,219,778 1,177,882 △41,896 

小計 2,118,948 1,970,605 △148,343 

合計 4,581,978 4,763,151 181,173 

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 

311,112 10,068 ― 

  貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

 マネー・マネジメント・ファンド 1,248,925 

 優先株式 1,000,000 

 優先出資証券 500,000 

区分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円) ５年超10年以内(千円) 10年超(千円) 

その他 ― 1,441,910 ― 500,000 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

第59期(平成15年10月１日～平成16年９月30日) 

当事業年度においては、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

第60期(平成16年10月１日～平成17年９月30日) 

(1) 取引の内容 

中期的な借入を対象とした金利スワップ取引を採用しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

財務上発生している金利変動リスク回避を目的としており、投機的取引は行わない方針です。 

(3) 取引の利用目的 

金利スワップ取引は、金利変動リスクを回避する目的で利用しております。 

なお、金利スワップ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例

処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップ 

・ヘッジ対象 

借入金利息 

③ ヘッジ方針 

 当社の内部管理規程に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため有効性の評価を省略しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、金利変動により発生する市場リスクと取引先の契約不履行に係る信用リスクを有してお

ります。 

 当社は信用度の高い大手金融機関のみを取引の対象としており、信用リスクはほとんどないと判断しておりま

す。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引に関して、借入に伴う金利スワップのみに限定しております。 

 リスク管理については、契約に基づく期間ごとのスワップレートの決定時に損益計算を行い、社長の承認を得

る方法で行っております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

第59期(平成15年10月１日～平成16年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

第60期(平成16年10月１日～平成17年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  



(退職給付関係) 

  

  

第59期 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  退職金制度の約20％相当額について適格退職年金制

度を採用し、残額については退職一時金を充当してお

ります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  千円

①退職給付債務 △7,117,189 

②年金資産 1,087,901 

③未積立退職給付債務 △6,029,288 

④未認識数理計算上の差異 313,085 

⑤未認識過去勤務債務 △1,824,277 

⑥退職給付引当金 △7,540,480 

２ 退職給付債務に関する事項 

  千円

①退職給付債務 △6,911,592 

②年金資産 1,091,928 

③未積立退職給付債務 △5,819,663 

④未認識数理計算上の差異 224,449 

⑤未認識過去勤務債務 △1,681,866 

⑥退職給付引当金 △7,277,080 

３ 退職給付費用に関する事項 

  千円

①勤務費用 299,600 

②利息費用 167,203 

③期待運用収益 △5,723 

④数理計算上の差異の費用処理額 △1,900 

⑤過去勤務債務の費用処理額 △141,582 

⑥臨時に支払った割増退職金等 453 

⑦退職給付費用 318,049 

３ 退職給付費用に関する事項 

  千円

①勤務費用 317,979 

②利息費用 142,343 

③期待運用収益 △7,724 

④数理計算上の差異の費用処理額 19,721 

⑤過去勤務債務の費用処理額 △141,582 

⑥臨時に支払った割増退職金等 10,006 

⑦退職給付費用 340,744 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％ 

③期待運用収益率 0.71％ 

④数理計算上の差異の処理年数 15年 

 (各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理しております。) 

⑤過去勤務債務の額の処理年数 15年 

 (発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数による定額法により按分した額を費
用処理しております。) 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％ 

③期待運用収益率 0.74％ 

④数理計算上の差異の処理年数 15年 

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理しております。) 

⑤過去勤務債務の額の処理年数 15年 

(発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数による定額法により按分した額を費
用処理しております。) 



(税効果会計関係) 

  

  

第59期 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第60期
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

 (1) 流動資産の部 

   繰延税金資産 

  

 (2) 固定資産の部 

   繰延税金資産 

  

賞与引当金損金算入 
限度超過額 

358,025千円

未払社会保険料否認 38,416千円

その他 35,196千円

繰延税金資産小計 431,638千円

 退職給付引当金損金算入 
 限度超過額 

2,918,258千円

 役員退職慰労引当金否認 41,159千円

 投資有価証券評価損否認 13,391千円

 その他有価証券評価差額 25,602千円

 貸倒引当金損金算入 
 限度超過額 

47,948千円

 その他 8,095千円

 繰延税金資産小計 3,054,456千円

繰延税金負債  

 特別償却準備金 △30,949千円

 繰延税金資産純額 3,023,506千円

繰延税金資産(純額)合計 3,455,145千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

 (1) 流動資産の部 

   繰延税金資産 

  

 (2) 固定資産の部 

   繰延税金資産 

賞与引当金損金算入
限度超過額 

355,778千円

未払社会保険料否認 38,779千円

受注損失引当金 56,980千円

繰越欠損金 133,527千円

その他 10,315千円

繰延税金資産小計 595,381千円

退職給付引当金損金算入
 限度超過額 

2,886,413千円

役員退職慰労引当金否認 41,509千円

投資有価証券評価損否認 13,391千円

貸倒引当金損金算入
 限度超過額 

55,492千円

繰越欠損金 79,082千円

その他 7,238千円

繰延税金資産小計 3,083,127千円

評価性引当額 △13,232千円

繰延税金資産中計 3,069,895千円

繰延税金負債  

特別償却準備金 △20,633千円

その他有価証券評価差額金 △73,737千円

繰延税金資産純額 2,975,525千円

繰延税金資産(純額)合計 3,570,906千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  

  ％

法定実効税率 42.0 

(調整) ％
交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

11.8 

住民税均等割 38.6 
受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△4.5 

その他 2.8 

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

90.7 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  ％

法定実効税率 △40.7 

(調整) ％
交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

2.4 

住民税均等割 8.3 
受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△1.0 

評価性引当額 2.3 
その他 0.0 

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

△28.7 



(持分法損益等) 

第59期(自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日) 

当社では損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため、当該各項目の記載を省略しております。 

第60期(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

当社では損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため、当該各項目の記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

第59期(自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 上記の取引金額には消費税等は含んでおりません。 

２ 取引条件ないし取引条件の決定方法等 

(1) 土地の賃借料については、不動産鑑定士の鑑定書にもとづき決定しております。 

(2) 駐車場の賃借料については、近隣の駐車場料金を参考にして同等の価格にしております。 

  

第60期(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 上記の取引金額には消費税等は含んでおりません。 

２ 取引条件ないし取引条件の決定方法等 

(1) 土地の賃借料については、不動産鑑定士の鑑定書にもとづき決定しております。 

(2) 駐車場の賃借料については、近隣の駐車場料金を参考にして同等の価格にしております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 事業の内容 

又は職業 

議決権等の
被所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

個人 
主要 
株主 
及び 
その 
近親者 

太田シズヱ 東京都港区 無職 直接 
10.96 

― ― 土地の賃借 1,884 ― ―

― ― 駐車場の賃借 1,942 ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 事業の内容 

又は職業 

議決権等の
被所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

個人 
主要 
株主 
及び 
その 
近親者 

太田シズヱ 東京都港区 無職 直接 
11.38 

― ― 土地の賃借 1,884 ― ―

― ― 駐車場の賃借 1,942 ― ―



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

第59期 第60期

１株当たり純資産額 702円42銭 １株当たり純資産額 662円27銭

１株当たり当期純利益 １円36銭 １株当たり当期純損失 48円40銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につい

ては、潜在株式がないため、また、１株当たり当期純損

失が計上されているため記載しておりません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎  

 損益計算書上の当期純利益 11,688千円

 普通株式に係る当期純利益 11,688千円

 普通株主に帰属しない金額の主な内訳  

  該当事項はありません。  

 普通株式の期中平均株式数 8,567,254株

１株当たり当期純損失の算定上の基礎  

 損益計算書上の当期純損失 414,072千円

 普通株式に係る当期純損失 414,072千円

 普通株主に帰属しない金額の主な内訳  

  該当事項はありません。  

 普通株式の期中平均株式数 8,555,482株



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【債券】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

(その他有価証券)   

(優先株式)   

㈱みずほフィナンシャルグルー
プ 

1,000 1,000,000 

(普通株式)   

富士通㈱ 376,027 281,268 

東京電力㈱ 39,800 114,226 

㈱共立メンテナンス 17,446 51,640 

㈱みずほフィナンシャルグルー
プ 

52 38,128 

三井トラストホールディング㈱ 21,210 33,342 

日本電信電話㈱ 50 27,900 

デンヨー㈱ 13,915 19,717 

㈱オンワード樫山 10,500 18,900 

大栄太源㈱ 14,727 10,353 

あいおい損害保険㈱ 13,702 9,262 

その他31銘柄 221,421 144,204 

計 729,851 1,748,943 

銘柄 投資口数等(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

(その他有価証券)   

みずほインベスターズ証券㈱ 

ドイツ復興金融公庫債 
5,000,000 500,000 

計 5,000,000 500,000 



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(有価証券)   

(その他有価証券)   

大和証券投資信託委託㈱   

マネー・マネージメント・ファ
ンド 

1,248,925,010 1,248,925 

計 1,248,925,010 1,248,925 

(投資有価証券)   

(その他有価証券)   

(優先出資証券)   

㈱りそなホールディングス 5 500,000 

(証券投資信託の受益証券)   

日興アセットマネジメント㈱   

エル・プラス2005―04 50,000 519,050 

日興・メロン・グローバル・ 
カレンシー・ファンド2004-06 

50,000 497,600 

エル・プラス2004―07 20,000 213,080 

Ｌプラス2003―03Ｂ 20,000 212,180 

国際投信投資顧問㈱   

グローバル・ソブリン・オー
プン(毎月決算型) 

1,018,558,464 811,791 

ＳＳＢ Ｃｉｔｉアセット・マ
ネージメント㈱ 

  

ソロモン・ユーロ・アルファ
ポートフォリオＢ 

215,416,244 192,474 

富士投資信託顧問㈱   

富士スリーウェイオープン 510,953,940 487,807 

新光投信㈱   

海外国債ファンド(毎月決算
型) 

500,000,000 604,600 

(投資事業組合の出資証券)   

エンコンパス・米国インフォ
メーションテクノロジー１号
事業投資組合 

2 26,630 

計 2,245,068,655 4,065,214 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当事業年度の増加額の主な内容は、次のとおりであります。 

 ①器具及び備品…新情報システム設備機器30,179千円の購入による増加であります。 

 ②ソフトウェア…自社利用ソフト(社内新情報システム)の増加225,774千円及び販売用ソフト(Encyclo)9,678千円の増加で

あります。 

  

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産      

建物 1,444,372 2,998 1,450 1,445,921 718,961 47,079 726,959

構築物 22,732 ― ― 22,732 15,939 1,059 6,793

器具及び備品 651,993 38,263 7,884 682,372 563,303 60,001 119,069

土地 415,446 ― ― 415,446 ― ― 415,446

建設仮勘定 30,179 ― 30,179 ― ― ― ―

有形固定資産計 2,564,724 41,262 39,513 2,566,473 1,298,203 108,141 1,268,269

無形固定資産      

ソフトウェア 347,691 244,861 197,947 394,605 111,754 94,960 282,850

ソフトウェア仮勘定 194,244 ― 194,244 ― ― ― ―

電話加入権 22,131 ― ― 22,131 ― ― 22,131

無形固定資産計 564,067 244,861 392,191 416,736 111,754 94,960 304,981

投資その他の資産      

 長期前払費用 13,599 1,253 10,491 4,361 ― 42 4,293

 貸与機械及び装置 1,927,435 ― ― 1,927,435 1,814,023 18,121 113,412

投資その他の資産計 1,941,034 1,253 10,491 1,931,797 1,814,023 18,164 117,705



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ １年以内に返済予定の長期借入金については、レバレッジドリースに関するものであり、契約条件に基づく利率を記載し

ております。 

３ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 200,000 200,000 0.6 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 625,215 157,838 15.9 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

316,126 683,999 6.3
平成19年２月27日～
平成20年３月31日  

合計 1,141,342 1,041,838 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 183,999 500,000 ― ―



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は151,345株であります。 

２ 任意積立金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」のうち52,331千円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、1,415千円は回収に伴う

戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 1,083,500 ― ― 1,083,500

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (注)１ (株) (8,701,228) (―) (―) (8,701,228)

普通株式 (千円) 1,076,353 ― ― 1,076,353

計 (株) (8,701,228) (―) (―) (8,701,228)

計 (千円) 1,076,353 ― ― 1,076,353

資本準備金 
及びその他 
資本剰余金 

資本準備金 
(株式払込剰余金) 

(千円) 1,076,468 ― ― 1,076,468

計 (千円) 1,076,468 ― ― 1,076,468

利益準備金 
及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 165,867 ― ― 165,867

任意積立金 (注)２     

 特別償却準備金 (千円) 59,947 ― 14,853 45,093

 別途積立金 (千円) 3,542,243 ― ― 3,542,243

計 (千円) 3,768,058 ― 14,853 3,753,204

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 235,666 48,136 13,058 53,747 216,997 

賞与引当金 879,670 874,149 879,670 ― 874,149 

受注損失引当金 ― 140,000 ― ― 140,000 

役員退職慰労引当金 101,128 21,258 20,397 ― 101,989 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１ 流動資産 

1) 現金及び預金 

  

  

2) 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(千円)

現金 557 

預金の種類   

当座預金 119,768 

普通預金 971,039 

定期預金 105,000 

小計 1,195,808 

合計 1,196,365 

相手先 金額(千円)

日通商事㈱福岡支店 51,115 

東日本通信工業㈱ 44,018 

日通商事㈱ 27,209 

因幡電機産業㈱ 20,055 

㈱アペックス 17,804 

その他 411,034 

合計 571,237 

期日別 金額(千円)

平成17年10月 186,173 

  〃  11月 176,801 

  〃  12月 107,417 

平成18年１月 78,637 

  〃  ２月 17,168 

平成18年３月以降 5,040 

合計 571,237 



3) 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記発生高には消費税等を含んでおります。 

  

4) 商品 
  

  

5) 仕掛品 
  

  

２ 固定資産 

1) 繰延税金資産 
  

  

相手先 金額(千円)

富士通サポートアンドサービス㈱ 383,951 

東京リース㈱ 303,302 

富士通リース㈱ 279,857 

日通商事㈱ 270,094 

センチュリー・リーシングシステム㈱ 227,356 

その他 5,419,439 

合計 6,884,001 

期首残高(千円) 
  
Ａ 

当期発生高(千円)
  
Ｂ 

当期回収高(千円)
  
Ｃ 

当期末残高(千円)
  
Ｄ 

回収率(％)
  

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

滞留期間(日) 
Ａ＋Ｄ 
２ 
Ｂ 
365 

8,904,790 37,412,678 39,433,467 6,884,001 85.14 77.02

区分 金額(千円)

OA機器 48,336 

合計 48,336 

区分 金額(千円)

通信機器設備 300,675 

電算機 456,124 

システムソフト開発 293,418 

OA機器 54,950 

その他 55,910 

合計 1,161,079 

摘要 金額(千円)

繰延税金資産 2,975,525 



３ 流動負債 

1) 支払手形 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)期日別内訳 
  

  

2) 買掛金 
  

  

４ 固定負債 

1) 退職給付引当金 
  

  

相手先 金額(千円)

ソフトバンクＢＢ㈱ 183,679 

合計 183,679 

期日別 金額(千円)

平成17年10月 52,121 

  〃  11月 17,739 

  〃  12月 69,925 

平成18年１月 43,893 

合計 183,679 

相手先 金額(千円)

富士通㈱ 2,468,057 

富士通アイ・ネットワークシステムズ㈱ 276,457 

ダイワボウ情報システム㈱ 183,374 

サンテレホン㈱ 158,430 

㈱富士通ビジネスシステム 141,722 

その他 3,363,405 

合計 6,591,448 

区分 金額(千円)

退職給付債務 6,911,592 

年金資産 △1,091,928 

未認識数理計算上の差異 △224,449 

未認識過去勤務債務 1,681,866 

合計 7,277,080 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ９月30日

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日

株券の種類 
10,000株券 
 1,000株券 

中間配当基準日 ３月31日

１単元の株式数  1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社本店 

  代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店，全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社本店 

  代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店，全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として、別途定める金額

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類   

  
事業年度(第59期) (自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日) 平成16年12月22日関東財務局長
に提出 

    

(2) 半期報告書   

  (第60期中) (自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日) 平成17年６月21日関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

扶桑電通株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている扶桑電

通株式会社の平成15年10月１日から平成16年９月30日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、扶桑電

通株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

平成16年12月21日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

代表社員
関与社員

  公認会計士  原     邦  明  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  大  髙  俊  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

扶桑電通株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている扶桑電

通株式会社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、扶桑電

通株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

平成17年12月20日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  原     邦  明  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  大  髙  俊  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③キャッシュ・フロー計算書
	④利益処分計算書
	関連当事者との取引
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	その他
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他

	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/63
	pageform2: 2/63
	form1: EDINET提出書類  2005/12/21 提出
	form2: 扶桑電通株式会社(431287)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/63
	pageform4: 4/63
	pageform5: 5/63
	pageform6: 6/63
	pageform7: 7/63
	pageform8: 8/63
	pageform9: 9/63
	pageform10: 10/63
	pageform11: 11/63
	pageform12: 12/63
	pageform13: 13/63
	pageform14: 14/63
	pageform15: 15/63
	pageform16: 16/63
	pageform17: 17/63
	pageform18: 18/63
	pageform19: 19/63
	pageform20: 20/63
	pageform21: 21/63
	pageform22: 22/63
	pageform23: 23/63
	pageform24: 24/63
	pageform25: 25/63
	pageform26: 26/63
	pageform27: 27/63
	pageform28: 28/63
	pageform29: 29/63
	pageform30: 30/63
	pageform31: 31/63
	pageform32: 32/63
	pageform33: 33/63
	pageform34: 34/63
	pageform35: 35/63
	pageform36: 36/63
	pageform37: 37/63
	pageform38: 38/63
	pageform39: 39/63
	pageform40: 40/63
	pageform41: 41/63
	pageform42: 42/63
	pageform43: 43/63
	pageform44: 44/63
	pageform45: 45/63
	pageform46: 46/63
	pageform47: 47/63
	pageform48: 48/63
	pageform49: 49/63
	pageform50: 50/63
	pageform51: 51/63
	pageform52: 52/63
	pageform53: 53/63
	pageform54: 54/63
	pageform55: 55/63
	pageform56: 56/63
	pageform57: 57/63
	pageform58: 58/63
	pageform59: 59/63
	pageform60: 60/63
	pageform61: 61/63
	pageform62: 62/63
	pageform63: 63/63


